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本事典は、全国の金融機関本支店においては、融資・審査および営業推進のための業種別取引
事典として、関係各業界ならびに研究諸団体等においては、産業・製品・商品・サービス別事典
として業務・研究に役立つよう編集したものである。

業種の分類・収録業種

１．業種の分類と配列
業種の分類は、総務省「日本標準産業分類」（2013年10月改訂）を参考としたが、必ずしもこ

れに完全準拠するものではなく、本事典独自のものである。たとえば「日本標準産業分類」で
は、製造業と卸売・小売業をそれぞれ大分類としているが、本事典では、業種の特性を総合的に
とらえ理解しやすいように、製品（商品）や事業ごとに、製造業→卸売業→小売業という流れに
沿って相互に密接に関連するものをまとめて配列している。
２．収録業種

本事典は全10巻構成で、農林水産業からサービス産業に及ぶ全産業について、特に中堅・中小
企業（地場・産地を含む）の多い業種を中心に合計1,513業種を収録した。各巻の収録分野は
次のとおりである。

第１巻　農業・果樹栽培・畜産・漁業・水産・養殖・調味料・食料品・飲料・園芸・飼料・
肥料、およびこれら関連業種

第２巻　製糸・紡績・衣服・繊維製身の回り品・靴・生活用品・アクセサリー、およびこれ
ら関連業種

第３巻　木材・紙パ・化学・窯業・プラスチック・石油・ゴム・エネルギー、およびこれら
関連業種

第４巻　鉄鋼・非鉄・金属・建設・工事・環境整備・廃棄物処理・再生資源、およびこれら
関連業種

第５巻　機械器具（一般、電気・電子、精密、輸送）・防衛・宇宙、およびこれら関連業種
第６巻　運輸・不動産・住宅・インテリア・エクステリア・家具・飲食店、およびこれら関

連業種
第７巻　専門サービス・教養・技能教授・協同組合・冠婚葬祭、およびこれら関連業種
第８巻　美容・化粧品・医薬品・医療・福祉・介護・育児・スーパー・無店舗販売、および

これら関連業種
第９巻　旅行・宿泊・スポーツ・レジャー・娯楽・遊技・音楽・映像・玩具・ペット、およ

びこれら関連業種
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第10巻　商社・金融・リース・レンタル・印刷・出版・情報通信、およびこれら関連業種

構成・記載内容

各業種の構成および記載内容については、「業種別審査事典の見方・使い方」を参照されたい。
なお、本事典は初版以来、年表記方法として和暦を使用してきたが、今次（第14次）より西暦

表記を原則とし、再掲する過去データについても西暦に変換した。ただし、各種調査・統計等の
原文書名に和暦が使用されている場合や、年代、時代を表現するのに元号を使用したほうがわか
りやすいと考えられる場合はその限りではない。

統計・資料

本事典で掲載した統計・資料は、総務省、経済産業省、財務省、農林水産省、国土交通省、厚
生労働省、地方自治体など各官庁をはじめ各業界団体で調査したもの、および執筆者や当研究会
で独自に調査したものである。

掲載した統計・資料は、原則として2019年６月時点で公表あるいは調査入手したものであり、
2017年および2018年の計数・データが中心となっている。

統計・資料の脚注には出所を明示したが、主な統計・資料を示すと次のとおりである。
〈内閣府〉……消費動向調査
〈総務省関係〉……家計調査年報、経済センサス、情報通信白書、通信利用動向調査など。
〈経済産業省関係〉……工業統計表、生産動態統計年報、特定サービス産業動態統計調査、特定サ

ービス産業実態調査、エネルギー白書（資源エネルギー庁）、中小企業白書（中小企業庁）など。
〈財務省関係〉……日本貿易月表、貿易統計、法人企業統計調査など。
〈農林水産省関係〉……農林業センサス、作物統計、畜産統計、作況調査（果樹・野菜・花き）、

食料需給表、漁業センサス、漁業・養殖業生産統計など。
〈国土交通省関係〉……建築着工統計、建設工事受注動態統計、国土交通白書、観光白書（観光

庁）など。
〈厚生労働省関係〉……衛生行政報告例、医療施設調査、患者調査、社会医療診療行為別統計、

人口動態調査、医師・歯科医師・薬剤師調査、薬事工業生産動態統計年報、介護サービス施
設・事業所調査など。

〈その他〉……TKC 経営指標（㈱ TKC）、レジャー白書（（公財）日本生産性本部）、業界動向
ほか（㈱帝国データバンク）、TSR 中小企業経営指標ほか（㈱東京商工リサーチ）、その他民
間有力経済産業調査機関、各業界団体等による調査報告および統計資料など。


